
作 ・刈谷あれこれ 　ＤＶＤ12枚製作 　作予定
・刈谷あれこれ 　ＤＶＤ12枚製作          ・刈谷市のニュースを週2本ホ
　ＤＶＤ12枚製作           　ームページで配信予定

・製作した一部のビデオは開催する講座や研修、イベントで放映するなどし、目的の関係事業で活用することができた。

成果 ・刈谷城築城480年記念誌に添付する記録映像ＤＶＤとして、ビデオ広報を有効活用することができた。

(できたこと) ・No.81「刈谷映像アーカイブ」では、昭和31年から42年に撮影された16㎜フィルム（キャッチネットワーク保管）をデ

　ジタル化することにより、資料の保存と今後の活用に役立てることができた。

・地区、市民活動団体での利用の促進。
課題

・利用を推進する市民へのビデオ広報自体の広報活動の強化。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 ビデオ広報YouTube版アクセス数 1,710 1,907 2,951 3,500 4,000
指標 （件）
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 ― 69.8 ― 72.4 75.0
指標 （％）

・碧海5市では刈谷市と安城市がビデオ製作事業を実施
他市との （広報撮影

Ｄ

映像等の動画配信は刈

　

谷市と碧南市が実施）

　

比較検証

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実

Ｃ
　
事
　
業

　

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
２３年度 ２４年度 ２

施

５年度 ２６年度 ２５年
　

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費
∨

内訳

事業費　① 5,976 5,976 5,976 4,455 合計 5,976,495 円
委託料 5,976,495 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 5,976 5,976 5,976 4,455

職員人件費　② 359 354 1,052 2,198

総事業費（①＋②） 6,335 6,330 7,028 6,653

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 計

度

画推進

基本施策 情報共

　

有
施策体系

施策の内容

刈

広報・広聴の充実

目
　

谷

　
　
的

　行政情報や市

市

民活動の取組などをビ

事

デオに

主
た
る
内
容

○「

務

ビデオ広報刈谷」の製

事

作、市内各施設や
まと

業

め、広報することで、

評

市政の啓発や市民 　学

価

校等へ配布、市民への

シ

貸出し
参加意識の向上

ー

に努める。また、映像

ト

による ○「刈谷あれこ

（

れ」の作成（キャッチ

様

ネット
行政情報の記録

式

・保存を行い、広く活

１

用する｡ 　ワークのニ

）

ュースの編集、年12

会

回）による
　市のニュ

計

ース映像の記録・保管

名

位
置
づ
け

関連計画  

根

担

拠法令  

対象者 対象者

当

を限定せず 事業期間 昭

部

和６３年度 ～

実施方法

企

□直営　■委託　□指

画

定管理　□補助・助成

財

　□その他

政部

一般会計
ビデ

Ｂ
　
事

オ

　
業
　
実
　
績

２３年度

広

実績 ２４年度実績 ２５

報

年度実績 ２６年度計画

刈

・ビデオ広報刈谷 ・ビ

谷

デオ広報刈谷 ・ビデオ

製

広報刈谷 ・ビデオ広報

作

刈谷
　No.73「健

事

康づくり、応援し　N

業

o.76｢市民交流セ

担

ンター｣　　No.7

当

9｢刈谷城築城480

課

年｣　 　No.82｢

広

刈谷のエコ・プロジ
　

報

ます」 　No.77｢

広

よみがえれ！小垣江 　

聴

No.80｢歴史の小

課

径特別編｣　　ェクト

款

（仮）｣　
　No.7

項

4「『食』を楽しく」

目

　のホタル｣　 　No

担

.81｢刈谷映像アー

当

カイブ｣　No.83

係

｢技能五輪・アビリン

広

　No.75「ふるさ

報

との歴史再発　No.

広

78｢かりや夢ファン

聴

ド｣　　各ＤＶＤ40

係

枚・ＶＨＳ3本製　ピ

2

ック　あいち大会20

1

14　
　見」 　各ＤＶ

2

Ｄ40枚・ＶＨＳ10本 　作 　（仮）｣
　各ＤＶＤ36枚・ＶＨＳ10本 　製作 ・刈谷あれこれ 　各ＤＶＤ40枚・ＶＨＳ3本製
　製



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　「ビデオ広報刈谷」は映像

平

ならではの分かりやす

成

さを用
・法的業務

高い

２

いて、市のメッセージ

６

や情報を配信する広報

年

活動として必
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

　

要である。
・市民生活

刈

上必要である　など

　

谷

映像をYouTube

市

で配信し、市内外から

事

容易に映像を視聴で
・

務

コストの節減、費用対

事

効果
普通

きるよう効率

業

化を図っている。
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

　委託事業とすること

シ

で、職員の人件費や機

ー

材整備などの
・手段の

ト

最適性　など 経費が抑

（

えられている。

　担当

様

課からの要望を受け、

式

市の新規事業、新設さ

２

れた公
・市が主体とな

）

って実施する
高い

共施

会

設などを詳細に紹介す

計

る内容であるため、市

名

が主体と
妥当性 　べき

担

事業であるか なって、

当

実施するべき事業であ

部

る。
・総合計画との整

企

合性　など

　市役所や

画

総合文化センター等の

財

主な公共施設での放映

政

、Y

施策への ・施策へ

部

の貢献度
普通

ouTu

一

beでの配信により、

般

市民が情報にふれる機

会

会を増やす
・目標達成

計

度 ことで施策に貢献し

ビ

ている。
貢献度 ・市民

デ

サービスへの効果　な

オ

ど

今後の方向性 □拡充

広

　□現状維持　■改善

報

・効率化　□縮小　□

刈

終期設定　□休止・廃

谷

止

・「ビデオ広報刈谷

製

」については各課の要

作

望を広く受け付け、よ

事

り有効に活用できる作

業

品を製作していく。
　

担

そのため担当課から要

当

望を受ける際に、製作

課

したビデオをどのよう

広

に使うかをより精査す

報

る。
　また、YouT

広

ubeのように広く市

聴

民が視聴できる放映方

課

法を積極的に採用して

款

いく。
・刈谷市のニュ

項

ース配信は新しい試み

目

であるため、アクセス

担

数等により今後の最適

当

な配信頻度や活用方法

係

を検討して
　いく。

広報広聴

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

係

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

2

　
評
　
価
　
∨

1 2



伝上映　
参加者数　約800人 　　　・刈谷偉人伝上映　 　　・刈谷偉人伝上映　 参加者数　約800人

参加者数　約800人 参加者数　約800人
・平成22年度から会場設営委託を行うことにより、効率的・効果的な式典の運営ができた。

成果

(できたこと)

 
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 式典参加者数（人） 800 800 800 800 800
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,697 1,863 1,798 2,343 合計 1,798,087 円
報償費 588,330 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 603,757 円
委託料 441,000 円

一般財源 1,697 1,863 1,798 2,343 使用料及び賃借料 165,000 円

Ｄ

職員人件費　② 2,8

　

71 2,830 2,8

　

05 2,931

総事業

　

費（①＋②） 4,56

Ｏ

8 4,693 4,60

　

3 5,274

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

∧

円） 0 ２５年度特定財

　

源名称

２５年度迄の累

　

積事業費 0

２７年度以

実

降の事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

本市

谷

の発展に貢献し、功績

市

顕著なものを表彰

主
た

事

る
内
容

式典の開催
する

務

ことによって市民の意

事

識を高め、もって ※刈

業

谷市では、市・中央公

評

民館・社会福祉協
市政

価

の向上を図る。 議会・

シ

共同募金委員会それぞ

ー

れ行っていた式
典を統

ト

合し、「総合式典」と

（

して開催してい
る。周

様

年のみ「市制施行○○

式

周年記念式典」
として

１

いる。

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

会

被顕彰者をはじめ市内

計

公職者など1,730

名

人 事業期間 昭和５１年

担

度 ～

実施方法 ■直営　

当

■委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

企

他

画財政部

一般会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

総

　
績

２３年度実績 ２４

合

年度実績 ２５年度実績

式

２６年度計画

※総合式

典

典 ※総合式典 ※総合式

開

典 ※総合式典
開催日　

催

5月17日(火) 開催

事

日　5月31日（木）

業

開催日　5月29日（

担

水） 開催日　5月27

当

日（火）
会場　総合文

課

化ｾﾝﾀｰ 会場　総合

広

文化ｾﾝﾀｰ 会場　総

報

合文化センター 会場　

広

総合文化センター
内容

聴

　・式辞・来賓挨拶 内

課

容　・ｵｰﾌﾟﾆﾝｸ

款

ﾞ(悟空） 内容・式辞

項

・来賓挨拶 内容・式辞

目

・来賓挨拶
　　　・表

担

彰・感謝状の贈呈   

当

  　・式辞・来賓挨

係

拶 　　・表彰・感謝状

秘

の贈呈 　　・表彰・感

書

謝状の贈呈
　　　　　

係

　135人・32団体

2

　　　・表彰・感謝状

1

の贈呈 　　　　　11

1

3人・21団体 　　　　　　161人・24団体
　　　・前年度事業報告 　　　　　　154人・29団体 　　・前年度事業報告 　　・前年度事業報告
　　　・刈谷偉人伝上映　 　　　・前年度事業報告 　　・刈谷城復元CG試写 　　・刈谷偉人



「 障害者のための音声による「 障害者のための音声による「
声の市民だより」を公開した 声の市民だより」を公開した 声の市民だより」を公開した 声の市民だより」を公開する
。 。さらに、市民だよりアンケ 。 。

ートを実施した。
・旬の話題が親しみやすく伝わるような表紙を作成し、開きたくなるような広報紙の作成に努めた。

成果 ・特集記事の充実を図りつつ、文章表現の簡略化に努め、毎号約1ページを削減して経費を節約した。

(できたこと) ・原稿の作成マニュアルを作り、編集作業効率の向上に努めた。

・平成25年度愛知県広報コンクール広報紙部門で入選、写真部門2部門でそれぞれ奨励賞を受賞した。

・締切日などのルールの徹底を図り、スケジュールどおりに作成する。
課題

・記事漏れなど人為的ミスが見られたため、防止策を徹底する。
(できなか 

・記事の取捨選択、簡潔な文章作成に努め、紙面の改定を推進する。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 1号の平均ページ数（ページ） 25 23.75 22.92 22.5 22
指標
成果 生活に必要な情報が得られていると思う割合（％） ― 69.8 ― 72.4 75.0
指標

・刈谷市

Ｄ

　月2回　平均22.

　

92P　0.86円/

　

1P　　・知立市　月

　

2回　平均21.00

Ｏ

P  1.30円/1

　

P　
他市との ・碧南市

　

　月2回　平均24.

∧

00P  0.91円

　

/1P　　・安城市　

　

月2回　平均21.7

実

5P　1.00円/1
　

P　
比較検証 ・高浜市

　
　月2回　平均22.施 00P  0.89円

　
/1P　

　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 32,414 32,155 29,966 40,737 合計 29,966,380 円
報償費 15,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 28,680,316 円
委託料 1,271,064 円

一般財源 32,414 32,155 29,966 40,737

職員人件費　② 9,332 9,903 9,819 11,725

総事業費（①＋②） 41,746 42,058 39,785 52,462

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 情報共有
施

　

策体系
施策の内容 広報

刈

・広聴の充実

目
　
　
　

谷

的

広報紙「市民だより

市

」を毎月2回発行する

事

こと

主
た
る
内
容

広報紙

務

「市民だより（毎月1

事

日号・15日号）」
に

業

より、広く市民に行政

評

情報を提供し、市民 の

価

発行、全戸配布
生活の

シ

利便性の向上を図ると

ー

ともに、市民の （仕様

ト

）2色刷り、一部4色

（

刷り
市政への参加の推

様

進を目指す。 （発行部

式

数）57,500部×

１

24回

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

会

市民 事業期間 昭和２５

計

年度 ～

実施方法 ■直営

名

　■委託　□指定管理

担

　□補助・助成　□そ

当

の他

部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２３年度実績 ２

計

４年度実績 ２５年度実

市

績 ２６年度計画

毎月1

民

日号（4色刷り4ペー

だ

ジ・毎月1日号（4色

よ

刷り4ページ・毎月1

り

日号（4色刷り4ペー

作

ジ・毎月1日号（4色

成

刷り4ページ・
その他

事

2色刷り）と15日号

業

（4 その他2色刷り）

担

と15日号（4 その他

当

2色刷り）と15日号

課

（4 その他2色刷り）

広

と15日号（4
色刷り

報

2ページ・その他2色

広

刷 色刷り2ページ・そ

聴

の他2色刷 色刷り2ペ

課

ージ・その他2色刷 色

款

刷り2ページ・その他

項

2色刷
り）の2回各5

目

6,500部発行し、

担

り）の2回各56,5

当

00部発行し、り）の

係

2回各57,500部

広

発行し、り）の2回各

報

57,500部発行し

広

、
全戸に配布した。ま

聴

た、ホー 全戸に配布し

係

た。また、ホー 全戸に

2

配布した。また、ホー

1

全戸に配布する。また

2

、ホー
ムページ上でＰＤＦ及び視覚 ムページ上でＰＤＦ及び視覚 ムページ上でＰＤＦ及び視覚 ムページ上でＰＤＦ及び視覚
障害者のための音声による「 障害者のための音声による



,128 450 284 930 合計 283,500 円
工事請負費 283,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,128 450 284 930

職員人件費　② 359 707 701 1,099

総事業費（①＋②） 1,487 1,157 985 2,029

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 計画推進

基

度

本施策 情報共有
施策体

　

系
施策の内容 広報・広

刈

聴の充実

目
　
　
　
的

広

谷

報板を設置し、それぞ

市

れの地域に適したき

主

事

た
る
内
容

○広報板の新

務

規設置
め細かな情報、

事

お知らせを広く市民に

業

周知す （寸　法）Ｈ=

評

2.25㎡　Ｌ=2.

価

15㎡
る。 （掲示面）

シ

0.915㎡×1.8

ー

25㎡
　　　　　アク

ト

リル板引戸付き
（支　

（

柱）角100mmm

位

様

置
づ
け

関連計画  

根拠

式

法令  

対象者 対象者を

１

限定せず 事業期間 ～

実

）

施方法 ■直営　■委託

会

　□指定管理　□補助

計

・助成　□その他

名 担当部 企画財政部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

一

３年度実績 ２４年度実

般

績 ２５年度実績 ２６年

会

度計画

沖野東公園、西

計

高根児童遊園 寿公園に

広

設置。 板倉東児童遊園

報

に設置。 ３基を限度に

板

設置可能。
、井ケ谷北

設

集会所、沖野南公
園、

置

ぜになり公園に設置。

事

広報板の設置により、

業

地域のよりきめ細かな

担

情報の場を提供した。

当

成果

(できたこと)

地

課

区の要望に応え、広報

広

板の新規設置に努める

報

。一方で、まだ老朽化

広

した旧型の広報板も残

聴

されており、更新を進

課

める必
課題

要がある。

款

(できなか 

 ったこ

項

と)

指標名称（単位）

目

実績値 目標値

２３年度

担

２４年度 ２５年度 ２６

当

年度 ２８年度

活動 ポス

係

ター等掲示依頼件数（

広

件） 29 30 34 35

報

38
指標

 
指標

 
他市

広

との
比較検証

聴係

2 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1



谷」では市の地図や施設の紹介、「暮らしのガイドブック」

成果 では、市の施設の紹介や生活に必要な各種手続き方法等転入者向けの情報を提供した。また、「私たちのまち刈谷」、「

(できたこと) 暮らしのガイドブック」の外国語版を作成し、外国人に対する情報の提供を行った。

　ホームページへの情報掲載や更なるコストダウンを図るなど、引き続き検討を行う。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 市勢要覧配布部数（冊） 217 450 392 450 500
指標
成果 生活に必要な情報が得られていると思う割合（％） ― 69.8 ― 72.4 75.0
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,318 2,360 3,260 7,852 合計 3,259,830 円
需用費 1,640,730 円

財
　
源

特定財源 4 4 4 13 委託料

Ｄ

1,619,100 

　

円

一般財源 4,314

　

2,356 3,256

　

7,839

職員人件費

Ｏ

　② 2,154 1,4

　

15 1,403 2,1

　

98

総事業費（①＋②

∧

） 6,472 3,77

　

5 4,663 10,0

　

50

建
設
事
業

全体事業

実

費（単位：千円） 0 ２

　

５年度特定財源名称

２

　

５年度迄の累積事業費

施

0 市勢要覧頒布収入

２

　

７年度以降の事業費見

　

込 0

∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 情報共有
施

　

策体系
施策の内容 広報

刈

・広聴の充実

目
　
　
　

谷

的

刈谷市の市政概要を

市

はじめ、統計情報や観

事

光

主
た
る
内
容

○「市勢

務

要覧」の発行
、産業な

事

どの特色、施設案内や

業

生活情報を広 ○公共施

評

設ガイドマップ「私た

価

ちのまちかり
報する。

シ

　や」の発行
○市役所

ー

での手続き、公共施設

ト

の案内及び地
　域情報

（

を掲載した「暮らしの

様

ガイドブッ　
　ク」の

式

発行

位
置
づ
け

関連計画

１

 

根拠法令  

対象者 対

）

象者を限定せず 事業期

会

間 昭和２５年度 ～

実施

計

方法 ■直営　■委託　

名

□指定管理　□補助・

担

助成　□その他

当部 企画財政部

一

Ｂ

般

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

会

年度実績 ２４年度実績

計

２５年度実績 ２６年度

市

計画

・市勢要覧　　日

勢

本語600部 ・市勢要

要

覧　日本語600部 ・

覧

市勢要覧　日本語60

等

0部 ・市政65周年市

作

勢要覧
・私たちのまち

成

刈谷 ・私たちのまち刈

事

谷 ・私たちのまちかり

業

や 　（ダイジェスト版

担

含む）　
　日本語8,

当

000部 　　　　　　

課

日本語8,000部 　

広

　　　　　日本語8,

報

000部 　　　　　　

広

日本語2,000部
　

聴

英語・ポルトガル語 ・

課

暮らしのガイドブック

款

・暮らしのガイドブッ

項

ク ・私たちのまちかり

目

や
　　　　　　　　各

担

1,000部 　   

当

       日本語

係

4,000部 　　　　

広

 H25日本語7,0

報

00部 　　　　　　日

広

本語8,000部
　中

聴

国語500部 　　　　

係

 H26日本語7,0

2

00部 ・暮らしのガイ

1

ドブック
・暮らしのガ

2

イドブック 　　　　　　日本語7,000部
　日本語2,500部
　英語・中国語・
　　ポルトガル語　各600部　

　「市勢要覧」では市の概要や施策など、「私たちのまち刈



ー通信紙を「市政モニターの声」としてまとめ、職員ポータルサイトへの掲載をし、職員間での共有を図

っている。

　公平・中立な立場から市政への意見・要望等を出してもらえるよう環境整備に努め、これまで以上に市民ニーズに即し
課題

た、市政に反映していけるような広聴制度にしていく。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 市政モニター通信件数（件） 31 34 38 40 40
指標

指標
　碧海５市に同様の制度はなく、類似したものとして、安城市にＥモニター制度（平成24年度開設）がある

他市との が、特定のアンケートに答える形式で、本市の市政モニターのように市政全般についての意見を集めるよう
比較検証 なものではない。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 94 97 62 124 合計 62,000 円
報償費 62,0

Ｄ

00 円

財
　
源

特定財

　

源 0 0 0 0

一般財源 9

　

4 97 62 124

職員

　

人件費　② 1,795

Ｏ

141 1,403 2,

　

198

総事業費（①＋

　

②） 1,889 238

∧

1,465 2,322

　

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ２５年

実

度特定財源名称

２５年

　

度迄の累積事業費 0

２

　

７年度以降の事業費見

施

込 0

　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 計画推進

度

基本施策 情報共有
施策

　

体系
施策の内容 広報・

刈

広聴の充実

目
　
　
　
的

谷

市民の意見・要望を市

市

政に反映させ、市民サ

事

主
た
る
内
容

○地区推薦

務

11名（22地区を半

事

分ずつ隔年で依
ービス

業

の向上を図る。 頼）お

評

よび公募9名の20名

価

を委嘱。
○モニター会

シ

議・施設見学会の開催

ー

○アンケート、モニタ

ト

ー通信紙を通じた市政

（

に対する意見・質問・

様

要望等の受付

位
置
づ
け

式

関連計画  

根拠法令  

１

対象者 市民 事業期間 平

）

成２年度 ～

実施方法 ■

会

直営　□委託　□指定

計

管理　□補助・助成　

名

□その他

担当部 企画財政部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２３年度実

般

績 ２４年度実績 ２５年

会

度実績 ２６年度計画

　

計

5月25日　第1回会

市

議 　6月 1日　第1

政

回会議 　6月 4日　

モ

第1回会議 　6月4日

ニ

　第1回会議
　9月 

タ

1日　議会傍聴 　9月

ー

 5日　議会傍聴 　9

事

月 5日　議会傍聴 　

業

9月4日　議会傍聴
 

担

          

当

・施設見学      

課

      ・施設見

広

学 　　　　　 ・施設

報

見学 　　　　　 ・施

広

設見学
　2月10日　

聴

第2回会議 　2月 8

課

日　第2回会議 　2月

款

10日　第2回会議  

項

 2月 日　第2回会

目

議（予定）
・市政モニ

担

ター通信紙 ・市政モニ

当

ター通信紙 　　　　（

係

降雪により中止） ・市

広

政モニター通信紙
　　

報

　　　　　　　　31

広

件 　　　　　　　　　

聴

　34件 ・市政モニタ

係

ー通信紙 　　　　　　

2

　　    40件
　

1

　　　　　　　　　3

2

8件

　モニター通信紙などで寄せられた、さまざまな意見・要望等を、各課等へ周知し対応することで市民のニーズを把握し

成果 、また市政に反映させることができた。

(できたこと) 　年間のモニタ



ィ研
・携帯サイトの改修 ・ホームページの全面リニュ 修151人、操作者研修120人） 修100人、操作者研修100人）
・声の市民だより導入 ーアルを実施。リニューアル
・自動翻訳サービス（4ヶ国）後の運用を円滑に行った。
導入

　刈谷市ホームページトップページの月平均アクセス数64,650件（平成25年度）

成果 ・平成24年12月にホームページを全面リニューアルした。平成25年1月以降のアクセス数が3割増加した。

(できたこと) ・ウェブアクセシビリティ研修、操作者研修を行い、全庁的な意識の統一を図った。

・スマートフォンサイトを開設した。

　情報の役立ち度において、分かりにくいとの意見が39％あるため、ゼロになるよう改善していく。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 刈谷市ホームページトップページ年間アクセス数（ 740,229 771,405 775,807 830,000 880,000
指標 件）
成果 生活に必要な情報が得られていると思う割合（％） ― 69.8 ― 72.4 75.0
指標

各市のトップページの月間アクセス数（平成25年度）
他市との 刈谷市　64,650件／月　1人当たり0.43件　　安城市　92,525件／月　1人当たり0.49件

Ｄ

比較検証 知立市　44

　

,315件／月　1人

　

当たり0.62件　　

　

高浜市　46,016

Ｏ

件／月　1人当たり0

　

.27件
碧南市　26

　

,677件／月　1人

∧

当たり0.34件

　
　
実
　
　
施
　
　

Ｃ

∨

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,057 541 3,586 3,643 合計 3,585,750 円
委託料 2,406,600 円

財
　
源

特定財源 1,057 0 3,586 3,643 使用料及び賃借料
1,179,150 円

一般財源 0 541 0 0

職員人件費　② 8,614 1,768 3,156 3,298

総事業費（①＋②） 9,671 2,309 6,742 6,941

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 ホームページバナー広告収入

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 情

　

報共有
施策体系

施策の

刈

内容 広報・広聴の充実

谷

目
　
　
　
的

インターネ

市

ットを用いて市政情報

事

を発信する

主
た
る
内
容

務

○刈谷市ホームページ

事

の適切な管理、運営及

業

ことにより、市民生活

評

の利便性の向上を図る

価

び更新
とともに、国内

シ

外に刈谷市をＰＲする

ー

。 ○刈谷市ホームペー

ト

ジ全般運用保守
○刈谷

（

市ホームページ機器借

様

上げ
○刈谷市ホームペ

式

ージ作成用機器借上げ

１

位
置
づ
け

関連計画  

根

）

拠法令  

対象者 対象者

会

を限定せず 事業期間 平

計

成１０年度 ～

実施方法

名

■直営　■委託　□指

担

定管理　□補助・助成

当

　□その他

部 企画財政部

一般

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２３年度

計

実績 ２４年度実績 ２５

イ

年度実績 ２６年度計画

ン

・YouTube動画

タ

数   99件 ・Yo

ー

uTube動画数  

ネ

120件 ・YouTu

ッ

be動画数　141件

ト

・YouTube動画

情

数　160件
　　　ｱ

報

ｸｾｽ数  17,0

発

00件 　　　ｱｸｾｽ

信

数  18,000件

事

　　　ｱｸｾｽ数　2

業

4,594件　　 　　

担

　ｱｸｾｽ数　26,

当

000件　　
・よくあ

課

る質問検索ｱｸｾｽ数

広

　 ・よくある質問検

報

索ｱｸｾｽ数 ・バナー

広

広告収入      

聴

    ・バナー広告

課

収入（当初予　
   

款

       　 8

項

50,000件 　  

目

         8

担

00,000件    

当

         4

係

,475,520円 　

広

算額）   4,65

報

9,379円
・バナー

広

広告収入 ・バナー広告

聴

収入 ・研修2回開催 ・

係

研修2回開催
　   

2

      3,54

1

3,540円 　   

2

      3,222,828円 （ウェブアクセシビリティ研 （ウェブアクセシビリテ



（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 情報提供件数（件） 55 60 20 24 24
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 512 512 637 360 合計 637,050 円
使用料及び賃借料 300,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 337,050 円

一般財源 512 512 637 360

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 871 866 988 726

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 情報共有
施策体系

刈

施策の内容 広報・広聴

谷

の充実

目
　
　
　
的

　Ｊ

市

Ｒ東刈谷駅前の電光掲

事

示板により、刈谷

主
た

務

る
内
容

○電光掲示板の

事

適切な管理及び運営
市

業

の情報を発信し、駅利

評

用者に対して市政情 （

価

設置箇所）ＪＲ東刈谷

シ

駅前広場
報を広報する

ー

。

位
置
づ
け

関連計画  

ト

根拠法令  

対象者 対象

（

者を限定せず 事業期間

様

～

実施方法 ■直営　■

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

財

績

２３年度実績 ２４年

政

度実績 ２５年度実績 ２

部

６年度計画

・刈谷市駅

一

前分電気料 ・刈谷市駅

般

前分電気料 ・刈谷市駅

会

前撤去工事費 ・東刈谷

計

駅前設備等利用料
　　

コ

　　　　　　　17,

ミ

022円 　　　　　　

ュ

　　　18,000円

ニ

　　　　　　　　 3

ケ

34,950円 　　　

ー

　　　　　 360,

シ

000円
・電光掲示板

ョ

回線使用料 ・電光掲示

ン

板回線使用料 ・東刈谷

ボ

駅前設備等利用料
　　

ー

　　　　　　　29,

ド

682円 　　　　　　

推

　　　30,000円

進

　　　　　　　　 3

事

60,000円
・刈谷

業

市駅前保守管理委託　

担

・刈谷市駅前保守管理

当

委託　
料 料
　　　　　

課

　　　 105,00

広

0円 　　　　　　　　

報

 105,000円
・

広

東刈谷駅前設備等利用

聴

料 ・東刈谷駅前設備等

課

利用料
　　　　　　　

款

　 360,000円

項

　　　　　　　　 3

目

60,000円

  東

担

刈谷駅前に設置した電

当

光掲示板を通じて、文

係

字情報による市政情報

広

を駅利用者に対して提

報

供できた。

成果

(でき

広

たこと)

　駅前広場の

聴

電光掲示板という立地

係

を活かした情報の提供

2

ができるよう努めてい

1

く。
課題

(できなか 

2

 ったこと)

指標名称



　② 718 707 701 733

総事業費（①＋②） 744 729 723 771

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 統計調査員確保対策事業委託
費（国）

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 計画推進

基

度

本施策 行政経営
施策体

　

系
施策の内容 効率的な

刈

行政運営

目
　
　
　
的

統

谷

計調査を円滑に実施す

市

るため、刈谷市専任

主

事

た
る
内
容

専任統計調査

務

員を確保するために要

事

する事務
統計調査員設

業

置要綱に基づく専任統

評

計調査員 的経費。
を確

価

保する。

位
置
づ
け

関連

シ

計画  

根拠法令 愛知県

ー

統計調査員確保対策事

ト

業委託要綱

対象者 刈谷

（

市専任統計調査員 事業

様

期間 平成２年度 ～

実施

式

方法 ■直営　□委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 企画

Ｂ

財

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

政

年度実績 ２４年度実績

部

２５年度実績 ２６年度

一

計画

　登録者数　66

般

人 　登録者数　62人

会

 登録者数　60人 登

計

録者数　65人

各種統

専

計調査に必要な調査員

任

及び指導員を確保でき

統

た。

成果

(できたこと

計

)

年齢や家庭の事情等

調

により辞職者があり、

査

24年度の実績よりも

員

減員となってしまった

事

。
課題

今後も、次代を

業

担う統計調査員の確保

担

・育成に努めていく。

当

(できなか 

 ったこ

課

と)

指標名称（単位）

広

実績値 目標値

２３年度

報

２４年度 ２５年度 ２６

広

年度 ２８年度

活動 登録

聴

者数（人） 66 61 5

課

9 65 70
指標

 
指標

款

 
他市との
比較検証

項 目 担当係 統計係

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

5

ト

単位：千円
２３年度

1

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26 22 22 38 合計 22,302 円
需用費 22,302 円

財
　
源

特定財源 22 20 20 20

一般財源 4 2 2 18

職員人件費



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6 84 79 124 合計 79,446 円
賃金 44,753 円

財
　
源

特定財源 6 84 105 124 旅費 6,640 円
需用費 10,053 円

一般財源 0 0 △26 0 役務費 18,000 円

職員人件費　② 718 3,537 3,507 3,664

総事業費（①＋②） 724 3,621 3,586 3,788

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 工業統計調査事務市町村交付
金（国）

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

我が

谷

国工業の実態を明らか

市

にし、工業に関す

主
た

事

る
内
容

調査の対象
る施

務

策の基礎資料を得るこ

事

とを目的とする。 　　

業

製造業に属する事業所

評

調査の期日
　　平成2

価

5年12月31日現在

シ

調査事項
　　甲調査　

ー

事業所の名称及び　　

ト

　　　　
　　　　　　

（

所在地ほか19項目
　

様

　乙調査　事業所の名

式

称及び所　　　　　
　

１

　　　　　在地ほか1

）

3項目
調査の方法
　　

会

調査員調査と本社一括

計

調査等

位
置
づ
け

関連計

名

画  

根拠法令 統計法、

担

工業統計調査規則

対象

当

者 市内製造業者　 事業

部

期間 ～

実施方法 ■直営

企

　□委託　□指定管理

画

　□補助・助成　□そ

財

の他

政部

一般会計
工業

Ｂ
　
事
　
業
　

統

実
　
績

２３年度実績 ２

計

４年度実績 ２５年度実

調

績 ２６年度計画

22年

査

度未提出事業所に対し

事

て 調査員数　　26名

業

調査員数　  22名

担

調査員数　  22名

当

提出を依頼する。 指導

課

員数　　2名　　 指導

広

員数　　2名　　 指導

報

員数　　2名　　
調査

広

票甲　　66件　　 調

聴

査票甲　　44件　　

課

調査票甲　　50件　

款

　
調査票乙　　270

項

件 調査票乙　　219

目

件 調査票乙　　230

担

件

　特に問題なく、円

当

滑に調査が実施できた

係

。

成果

(できたこと)

統

　経済情勢・調査環境

計

の悪化により、調査へ

係

の理解が難しくなって

2

いる。
課題

(できなか

5

 

 ったこと)

指標名

2

称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 50 289 0 合計 288,524 円
賃金 164,093 円

財
　
源

特定財源 0 50 694 0 旅費 3,320 円
需用費 73,111 円

一般財源 0 0 △405 0 役務費 48,000 円

職員人件費　② 0 4,244 7,013 0

総事業費（①＋②） 0 4,294 7,302 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 平成２５年住宅・土地統計調
査市町村交付金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 行政経営
施

　

策体系
施策の内容 効率

刈

的な行政運営

目
　
　
　

谷

的

我が国における住宅

市

及び住宅以外で人が居

事

住

主
た
る
内
容

調査の対

務

象
する建物に関する実

事

態、現住居以外の住宅

業

及 　　総務大臣が指定

評

した調査区内より選ば

価

れ
び土地の保有状況、

シ

住宅等に居住している

ー

世 　　た世帯
帯に関す

ト

る実態を調査し、その

（

現状と推移を 調査の期

様

日
全国及び地域別に明

式

らかにすることにより

１

、 　　平成25年10

）

月1日現在
住宅・土地

会

関連諸施策の基礎資料

計

を得ること 調査事項
を

名

目的とする。 　　世帯

担

の構成、床面積、建築

当

の時期等
調査の方法
　

部

　調査員調査

位
置
づ
け

企

関連計画

根拠法令 統計

画

法、住宅・土地統計調

財

査規則

対象者 抽出調査

政

事業期間 昭和２３年度

部

～

実施方法 ■直営　□

一

委託　□指定管理　□

般

補助・助成　□その他

会計
住宅・土地統計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

調

績

２３年度実績 ２４年

査

度実績 ２５年度実績 ２

事

６年度計画

　 平成25

業

年10月1日を基準日

担

とし調査対象：204

当

調査区内より選　
　 て

課

実施される調査に先立

広

ち、 　　　　　ばれた

報

世帯 　
　 国勢調査の調

広

査区から選ばれ 調査期

聴

日：平成25年10月

課

1日 　
　 た204調査

款

区の現状確認及び調調

項

査事項：世帯の構成、

目

床面 　
　　　――――

担

――― 査区設定を実施

当

した。 　　　　　積、

係

建築の時期等 　　　―

統

――――――
調査員数

計

：71人
指導員数：1

係

4人

 特に問題なく、

2

円滑に調査が実施でき

5

た。

成果

(できたこと

2

)

ライフスタイルの変化やワンルームマンション、オートロックマンションの増加により、調査環境が厳しくなっている。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値



５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 平成26年商業統計調査準備事
務市町村交付金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

平成

谷

26年度に実施される

市

商業統計調査の準備

主

事

た
る
内
容

調査区の管理

務

など。
を進める。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

業

統計法、商業統計調査

評

規則

対象者 卸売業・小

価

売業を営む事業所 事業

シ

期間 昭和２７年度 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

３年度実績 ２４年度実

企

績 ２５年度実績 ２６年

画

度計画

　 　 平成26年

財

に実施される商業統 平

政

成26年商業統計調査

部

の実施
　 　 計調査の準

一

備 （経済センサス-基

般

礎調査と同
　 　 時に実

会

施）
　 　 調査基準日　

計

平成26年7月1日
　

商

　　――――――― 　

業

　　――――――― 調

統

査対象　卸売業・小売

計

業を
営む事業所

　調査

調

区の適正な管理と26

査

年度調査の実施に向け

事

た準備を実施した。

成

業

果

(できたこと)

　調

担

査環境の悪化への対応

当

課題

(できなか 

 っ

課

たこと)

指標名称（単

広

位）
実績値 目標値

２３

報

年度 ２４年度 ２５年度

広

２６年度 ２８年度

指標

聴

指標

他市との
比較検証

課

款 項 目 担当係 統計

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

係

　
ト

単位：千円
２３年

2

度 ２４年度 ２５年度 ２

5

６年度 ２５年度

（決算

2

） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2 0 合計 1,660 円
旅費 1,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 2 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 701 0

総事業費（①＋②） 0 0 703 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２



度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 400 188 6 676 合計 6,196 円
旅費 1,660 円

財
　
源

特定財源 400 188 6 676 需用費 4,536 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 7,178 2,122 701 733

総事業費（①＋②） 7,578 2,310 707 1,409

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 平成25年度経済センサス調査
区管理事務市町村交付金等

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

国内

谷

の事業所及び企業の経

市

済活動の状態を明

主
た

事

る
内
容

調査区管理及び

務

平成26年に実施され

事

る経済セ
らかにし、我

業

が国における包括的な

評

産業構造 ンサス-基礎

価

調査の準備
を明らかに

シ

するとともに、事業所

ー

・企業を対
象とする各

ト

種統計調査実施のため

（

の母集団情
報を整備す

様

ることを目的とする。

式

位
置
づ
け

関連計画  

根

１

拠法令 統計法、経済セ

）

ンサス基礎調査規則

対

会

象者 市内事業者 事業期

計

間 平成２１年度 ～

実施

名

方法 ■直営　□委託　

担

□指定管理　□補助・

当

助成　□その他

部 企画財政部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

計

年度実績 ２４年度実績

経

２５年度実績 ２６年度

済

計画

平成24年2月1

セ

日を調査基準日 調査票

ン

の審査や未提出事業所

サ

調査区の管理及び平成

ス

26年度 平成26年経

事

済センサス-基礎調
と

業

し、経済センサス-活

担

動調査への督促等 に実

当

施される経済センサス

課

-基査・商業統計調査

広

の実施
を実施した 礎調

報

査の準備 主な内容
調査

広

基準日　平成26年7

聴

月1日
調査対象　農林

課

漁業を除く全
ての事業

款

所・企業

　調査区の適

項

正な管理と26年度調

目

査の実施に向けた準備

担

を実施した。

成果

(で

当

きたこと)

　調査環境

係

の悪化への対応
課題

(

統

できなか 

 ったこと

計

)

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

２３年度 ２

2

４年度 ２５年度 ２６年

5

度 ２８年度

 
指標

 
指

2

標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年



般財源 0 0 2 0

職員人件費　② 0 0 701 3,298

総事業費（①＋②） 0 0 707 3,458

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 2015年農林業センサス市町村
交付金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 計画推進

基

度

本施策 行政経営
施策体

　

系
施策の内容 効率的な

刈

行政運営

目
　
　
　
的

平

谷

成26年度に実施され

市

る「2015年農林業

事

セン

主
た
る
内
容

農業集

務

落及び調査区の設定等

事

サス」に先立ち、25

業

年度に農業集落及び調

評

査
区の設定等の調査準

価

備を実施する。

位
置
づ

シ

け

関連計画

根拠法令 統

ー

計法、農林業センサス

ト

規則

対象者 農林業経営

（

体 事業期間 昭和３５年

様

度 ～

実施方法 ■直営　

式

□委託　□指定管理　

１

□補助・助成　□その

）

他

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実

財

　
績

２３年度実績 ２４

政

年度実績 ２５年度実績

部

２６年度計画

　 　 農業

一

集落の認定・経営体調

般

査 2015年農林業セ

会

ンサスの実施
　 　 区の

計

設定等 主な内容
　 　 調

農

査基準日　平成27年

林

2月1日
　 　 調査対象

業

　農林業経営体
　　　

セ

――――――― 　　　

ン

―――――――

農業集

サ

落及び経営体調査区の

ス

適正な設定

成果

(でき

事

たこと)

平成26年度

業

に実施される調査は、

担

規模が大きく、内容も

当

複雑なため、調査員の

課

確保が問題である。
課

広

題

(できなか 

 った

報

こと)

指標名称（単位

広

）
実績値 目標値

２３年

聴

度 ２４年度 ２５年度 ２

課

６年度 ２８年度

指標

指

款

標

他市との
比較検証

項 目 担当係 統計係

2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

5

ト

単位：千円
２３年度

2

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6 160 合計 5,979 円
旅費 3,320 円

財
　
源

特定財源 0 0 4 160 需用費 1,659 円
役務費 1,000 円

一



全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 2013年漁業センサス市町村交
付金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

我が

谷

国漁業の生産構造、就

市

業構造及び流通・

主
た

事

る
内
容

調査の対象
加工

務

業等の漁業をとりまく

事

実態を総合的に明 　漁

業

業経営体
らかにするこ

評

とを目的とする。 調査

価

の期日
　平成25年1

シ

1月1日現在
調査事項

ー

　氏名、年齢、漁業従

ト

事日数等
調査の方法
　

（

調査員調査

位
置
づ
け

関

様

連計画

根拠法令 統計法

式

、漁業センサス規則

対

１

象者 漁業経営体 事業期

）

間 昭和３８年度 ～

実施

会

方法 ■直営　□委託　

計

□指定管理　□補助・

名

助成　□その他

担当部 企画財政部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

般

年度実績 ２４年度実績

会

２５年度実績 ２６年度

計

計画

　 　 2013年漁

漁

業センサスの実施 　
　

業

　 調査の内容 　
　 　 調

セ

査基準日　平成25年

ン

11月1日　
　 　 調査

サ

対象　漁業経営体 　
　

ス

　　――――――― 　

事

　　――――――― 　

業

　　―――――――

調

担

査を適正に実施した。

当

成果

(できたこと)

特

課

になし。
課題

(できな

広

か 

 ったこと)

指標

報

名称（単位）
実績値 目

広

標値

２３年度 ２４年度

聴

２５年度 ２６年度 ２８

課

年度

指標

指標

他市との

款

比較検証

項 目 担当係 統計係

Ｃ
　
事
　
業

2

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

5

円
２３年度 ２４年度 ２

2

５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3 0 合計 3,320 円
旅費 3,320 円

財
　
源

特定財源 0 0 3 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 701 0

総事業費（①＋②） 0 0 704 0

建
設
事
業


